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東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
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みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社

本店および全国各支店
１．毎年４月１日から４月30日まで
２．予め公告した期間
日本経済新聞
貸借対照表および損益計算書に係る情報は、
当社ホームページの「Investor Relations」に
掲載しております。
（http://www.nipponroad.co.jp/ir/index.htm）

株主メモ

東京都港区新橋一丁目6番5号

ホームページアドレス　http://www.nipponroad.co.jp/

詳しい財務情報は次のIR情報サイト＜IR-BOX＞でもご覧頂けます。
http://www.aspir .co . jp/

第99期
中間報告書
平成15年４月１日から平成15年９月30日まで

【株式に関するお手続きのご案内】
株式の名義書換、配当金のお受取りなどに関するお問い合せ、
また各手続用紙（住所変更、配当金振込先指定・変更、単元未
満株式買取請求）のご請求につきましては、上記の当社株式名
義書換代理人までご連絡をお願い申し上げます。

【配当金等のお受取り方法について】
配当金等のお受取り方法は、下記の方法からご選択いただけます。
漓銀行預金口座振込による方法
滷郵便貯金口座振込による方法
澆郵便振替支払通知書の行使による方法
※澆は郵便振替支払通知書に届出印を押印の上、郵便局窓口にて現
金をお受取りいただく方式です。

お受取り方法の変更をご希望の場合は、上記の当社株式名義
書換代理人までご連絡をお願い申し上げます。
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株主の皆様へ

営業概況

株主の皆様には、ますますご清栄の
こととお喜び申し上げます。
平素は格別のご支援を賜わり厚くお

礼申し上げます。
さて、当社は平成15年９月30日をも

って、第99期（平成15年４月１日より
平成16年３月31日まで）の前半を終了
いたしましたので、ここに上半期の状
況についてご報告申し上げます。
株主の皆様におかれましては、今後

ともなにとぞ倍旧のご支援ご鞭撻を賜
わりますようお願い申し上げます。

平成15年12月

当上半期のわが国経済は、株価の下落傾向にもようやく歯止め
がかかり、４月下旬以降上昇に転じてきており、設備投資も企業
収益の回復や資本ストック調整の進展を受け増加して、景気は持
ち直しに向けた動きが見えつつも、個人消費・雇用情勢は厳しい
面を残しており、景気回復の本格化は依然として不透明な状態で
推移しております。
道路建設業界におきましては、前年度同様に公共事業が縮小し、
特に地方における投資の抑制傾向が続いており、需給バランスが
崩れた非常に厳しい経営環境の中で、各社が生き残りを賭けた企
業間競争を展開してまいりました。
このような状況のもとで、当社は顧客重視の観点から積極的な
提案営業、そして技術力を武器とした直接受注の拡大を図ってま
いりましたが、工事受注高は424億３千７百万円と前年同期に比
べ6.8％下回る結果となり、製品等を含めた総受注高は、前年同期
比7.5％減の519億１千３百万円となりました。
利益につきましては、安定経営基盤の確立を基本方針に、高効
率の経営システムの構築に努めてまいりましたが、売上総利益率
は前年同期比2.0ポイント下がり4.5％となりました。営業損失はコ
スト競争の厳しさを反映し前年同期に比べ悪化して20億４千４百
万円（前年同期は18億８百万円の営業損失）、経常損失も前年同
期に比べ悪化して20億３千６百万円（前年同期は18億４百万円の
経常損失）といずれも前年同期を下回る結果となりました。
しかしながら、前年同期より特別損失が減少したことにより、

中間純損失は12億５千６百万円（前年同期は14億７千６百万円の
中間純損失）となりました。
下半期のわが国経済は、企業収益の回復を背景とした民間設備
投資と、当面好調なアメリカ経済等に支えられた輸出を中心に持
ち直しているものの、急速に進展する円高、長期金利の上昇等、
景気回復を妨げる不安要因があり、回復軌道をたどるかどうかは

見えておりません。
道路建設業界におきましては、企業収益は回復基調にあるもの
の民間建設投資は横這いで推移するものと予想され、政府建設投
資においても国・地方ともに依然として減少基調が続き、熾烈な
受注競争が続くものと考えております。平成16年３月期の通期業
績予想につきましては、売上高で1,310億円（前期比1.2％増）、経
常利益で20億円（前期比17.4％減）、当期純利益は７億円（前年は
４億２千万円の当期純損失）となる見込みです。
今後とも、さらなる高効率経営の推進によって、社会や顧客の
満足する商品・サービスを提供することを経営指針として、業績
の向上を目指してまいる所存であります。

当社は、「時代の変化をビジネスチャンスと捉えて素早く対応
し、社会や顧客の満足する商品・サービスを提供することで、次
代の覇者を目指す」ことを経営の基本理念としております。
利益配分につきましては、安定配当の維持を基本としつつ、長
期的かつ安定した成長発展に必要な研究開発、設備投資等を行う
ための内部留保の充実を図りながら、株主の皆様に対しましては、
適正な利益還元を行うことを基本方針としております。
当社は、平成15年６月に第２次中期経営計画を見直し改訂し、

平成15年度を初年度とする第３次中期経営計画をスタートさせま
した。その施策として、営業力の強化により受注の確保を確実に
し、コストダウンを徹底的に実行し、販売費及び一般管理費のさ
らなる削減を推進します。厳しい受注環境に耐えうる企業体質を
構築すべく、業績に連動した給与体系の推進、権限のさらなる移
譲による経営のフラット化を推し進め、業績の回復・向上に努力
してまいる所存であります。
当社の第一の柱である舗装を中心とした建設事業におきまして
は、各地域の実状に即してエリア戦略を見直し、これまで培って
きた技術力を武器として直接受注の拡大、民間企業に対する営業
推進、効率の良い小規模工事の受注促進等を目指しております。
さらに、道路周辺分野の事業として、福祉・環境関連事業にも積
極的な営業の強化を行っております。また、施工体制の整備につ
きましては、その再構築を進めるにあたり、建設関連会社の活用
を図っていくとともに、技術・技能の伝承にも注力していく所存
であります。
もう一つの柱である製造・販売事業におきましては、協業化の
推進によってアスファルト合材の生産・販売地域の拡大を図り、
また購買力の強化等によるコストダウンを通して、一層のシェア
拡大を図ってまいります。
また、事業環境が急速に変化している状況を鑑み、取締役と取
締役会の本来の機能（会社全体の重要な意思決定と監督）を強化
するため、取締役の員数を削減し、執行役員制度を導入いたしま
した。少数の取締役で構成する活性化した取締役会と、現場の実
状を十分に把握した執行役員とにより、迅速かつ的確な意思決定
を行う経営体制を確立しております。さらに、当社の監査機能と
いたしましては、社外監査役３名を含めた監査役４名が業務や財
政状態を監査しておりますが、同時に内部監査体制を強化させて、
内部統制機能の充実を図っており、継続してコンプライアンス体
制の強化を推進しております。

代表取締役社長

原　毅

経営方針
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中間決算概要（連結） 中間決算概要（単体）

流 動 資 産

現 金 預 金

売 上 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資 産 合 計

75,864

14,757

24,101

25,037

11,967

46,429

35,184

972

10,272

122,293

72,787

12,934

25,005

23,889

10,958

45,098

35,674

876

8,546

117,886

連結貸借対照表の要旨

科　　目 第99期
（平成15年9月30日現在）

第98期
（平成14年9月30日現在）

百万円 百万円

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

少数株主持分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

65,667

7,409

73,076

92

12,290

14,520

22,077

274

△　35

△ 3

49,124

122,293

58,028

10,238

68,267

76

12,290

14,520

21,721

1,060

△　36

△　12

49,542

117,886

科　　目 第99期
（平成15年9月30日現在）

第98期
（平成14年9月30日現在）

百万円 百万円

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 純 損 失

連結損益計算書の要旨

科　　目
第99期

平成15年 4月 1日から
平成15年9月30日まで

第98期
平成14年 4月 1日から
平成14年9月30日まで

百万円

44,935

41,667

5,126

1,859

162

235

1,932

78

537

2,392

133

△ 794

△ 1

1,729

45,536

42,953

4,636

2,053

122

153

2,083

230

160

2,013

117

△ 797

△ 0

1,333

百万円

（ ）（ ）

流 動 資 産

現 金 預 金

売 上 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資 産 合 計

68,499

11,185

23,591

21,688

12,034

35,775

26,157

667

8,950

104,275

71,395

13,329

23,064

23,204

11,796

37,360

26,043

813

10,503

108,756

科　　目 第99期
（平成15年9月30日現在）

第98期
（平成14年9月30日現在）

百万円 百万円

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株式等評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

47,691

8,108

55,799

12,290

14,520

20,623

1,054

△　12

48,475

104,275

54,523

5,841

60,364

12,290

14,520

21,311

272

△ 3

48,391

108,756

科　　目 第99期
（平成15年9月30日現在）

第98期
（平成14年9月30日現在）

百万円 百万円

営 業 収 益

完 成 工 事 高

製 品 等 売 上 高

営 業 費 用

完 成 工 事 原 価

製 品 等 売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 損 失

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 理 損 失

40,744

31,268

9,475

42,788

30,061

8,864

3,862

2,044

142

134

2,036

241

162

1,957

73

△ 773

1,256

21

1,235

科　　目
第99期

平成15年 4月 1日から
平成15年9月30日まで

第98期
平成14年 4月 1日から
平成14年9月30日まで

百万円

40,702

30,109

10,592

42,511

28,663

9,401

4,446

1,808

131

127

1,804

141

508

2,171

79

△ 774

1,476

14

1,461

百万円

貸借対照表の要旨

損益計算書の要旨

（ ）（ ）
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（単位：百万円）

科　　　　　　　　目
第99期

平成15年４月１日から
平成15年９月30日まで（ ）（ ）

第98期
平成14年４月１日から
平成14年９月30日まで

蠢 営業活動によるキャッシュ・フロー

蠡 投資活動によるキャッシュ・フロー

蠱 財務活動によるキャッシュ・フロー

蠶 現金及び現金同等物の中間期末残高

0

10

20

30

40

50

平成14年度 平成13年度 平成12年度 平成11年度 平成15年度見込 

36.836.3 37.4 37.0 36.8

中間連結キャッシュ・フローの要旨

2,293

△ 1,601

△ 725

14,058

53

△ 1,215

596

12,857

（単位：百万円）

期末見込
平成15年４月１日から
平成16年３月31日まで（ ）（ ）

前期実績
平成14年４月１日から
平成15年３月31日まで

売 上 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益

連結

単体

期末見込

141,547

2,655

△ 313

129,467

2,422

△ 420

146,000

2,400

1,000

131,000

2,000

700

株主資本比率の推移（％）

１株当たりの当期純利益の推移

総資本経常利益率（ROA）の推移（％）

平成14年度 平成13年度 平成12年度 平成11年度 平成15年度見込 

0

1

2

3

1.9

1.2
0.9

2.01.9

平成15年度見込 

平成13年度 

平成12年度 

平成11年度 

平成14年度 

-70 0 5 10 15

10円21銭 

7円93銭 

△3円26銭 

△18円12銭 

△59円06銭 

連結財務ハイライト

平成14年度 平成13年度 平成12年度 平成11年度 平成15年度見込 

-15

-10

0

5

15

-5

10

△3.1

1.4

△10.6

2.0
△0.6

株主資本当期純利益率（ROE）の推移（％）
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■ 売上高構成比（中間実績） 

製造・販売事業 
9,070百万円 
19.9％ 

賃貸事業 
2,448百万円 
5.4％ 

その他の事業 
514百万円 
1.1％ 

建設事業 
33,503百万円 
73.6％ 

平成 
14年度 

平成 
11年度 

平成 
12年度 

平成 
13年度 

平成 
15年度見込 

■ セグメント別売上高（単位：百万円） 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

100,000

120,000

140,000

160,000

114,000

136,365 138,104

114,954

25,000

22,657 22,601
24,832

1,000716 600 673

6,0005,967
5,114 5,211

建設事業 
製造・販売事業 

賃貸事業 

不動産事業 
その他の事業 

110,236

25,149

1,294

4,867

（注）平成14年度より「不動産事業」を「その他の事業」に含め、
従来「その他の事業」に含めておりました「リース業務等」
を「賃貸事業」として事業区分を変更しております。

エヌ・ディー・リースアンドサービス譁
エ ヌ デ ィ ッ ク 譁

ス ポ ー ツ メ デ ィ ア 譁
環 境 緑 化 譁

譁モノリスコーポレーション

ニッポンロード（マレーシア）社

タ イ ニ ッ ポ ン ロ ー ド 社

名 称 住 所

東京都港区
東京都港区
東京都港区
東京都大田区
東京都港区
マレーシア国
セランゴール州
タイ国　バンコク都

■主要な連結子会社

連結セグメント情報

得 意 先

建 設 事 業

当 社

製造・販売事業 その他の事業

そ の 他 の 事 業

建 設 事 業

・環境緑化譁

・ニッポンロード
（マレーシア）社

・タイニッポンロード社

他37社

・エヌディック譁
損害保険代理業

・スポーツメディア譁
スポーツ施設等の企画・運営

・譁モノリスコーポレーション
ソフトウェアの制作・販売および事務用機器の販売

賃 貸 事 業

・エヌ・ディー・リースアンドサービス譁
自動車・事務用機器等のリース業務等

■事業系統図
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大　　株　　主　　名

清 水 建 設 株 式 会 社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社みずほコーポレート銀行

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本証券金融株式会社

日本道路従業員持株会

UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口）

大 株 主 の
所有株式数

議決権比率

● 会社が発行する株式の総数 380,000,000株

● 発行済株式総数 97,616,187株

● 株主数 13,315名

● 大株主

21,834

4,795

4,644

2,724

2,270

2,183

1,800

22.7

5.0

4.8

2.8

2.4

2.3

1.9

千株 ％

（平成15年9月30日現在）

商 号
所 在 地

設 立
資 本 金
従 業 員 数
主な事業内容

日本道路株式会社
東京都港区新橋一丁目６番５号
電話 03-3571-4891
昭和４年３月10日
12,290,266,959円
1,556名
１．道路建設および舗装工事
２．一般土木工事
３．一般建築工事
４．環境整備工事
５．スポーツ・レジャー施設工事
６．アスファルト合材・乳剤の製造販売
７．産業廃棄物の処理ならびに再生製品の販売
８．建設コンサルタント
９．不動産取引業務
10．建築設計・監理

取締役・監査役
代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役
代 表 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

執行役員
執 行 役 員 社 長
執 行 役 員 副 社 長
専 務 執 行 役 員
専 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
常 務 執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

原
松 延
三 好
湯 村
星 野
坂 本
沢 井
保 野
宮 崎
西 澤

原
松 延
三 好
湯 村
安 藤
片 山
三 谷
星 野
中 澤
小野寺
清 水
坂 本
津 田
武 藤
大 村
橋 本
伊 藤
井 手
山 口
久 松

毅
正 義
武 夫
龍 洋
参 郎
義 次
一 郎
忠 博
正 人
英 人

毅
正 義
武 夫
龍 洋
龍 彦

朗
章 夫
参 郎

進
修

輝 紀
義 次

剛
茂 喜
宏 夫
修 治
政 則
仁 志
宣 男
博 三

株式の状況 （平成15年9月30日現在）会社の概要

当社ホームページのご紹介
当社のホームページは2000年

４月開設以来、25万件を超え

るアクセスをしていただきま

した。掲載内容は、企業動向

および道路建設・技術に関わ

る紹介を中心に、全16項目の

情報をご提供しています。（URL http://www.nipponroad.co.jp/）

（主なコンテンツ）
工法ラインナップ

Inve s t o r  R e l a t i o n s

News c l ip  & Prof i le

（その他のコンテンツ）

当社の保有技術、約100工法を機能別・材
料別にご紹介します。
株主・投資家の皆様に決算短信・事業報告
書・四半期業績・有価証券報告書等の有用
なデータを掲載しています。
当社動向に関する新聞記事情報と当社の概
要をご紹介します。

テクニカルトピックス
採用INFORMAT ION
営 業 拠 点 の ご 案 内
E N G L I S H  I N D E X
サ イ ト マ ッ プ

テ ニ ス コ ー ト
不 動 産 情 報
製 品 販 売 情 報
The History of Road

技術研究所コーナー
環 境 情 報
I S O 情 報
リ ン ク コ ー ナ ー

（全16項目）


